
「突発的な故障修理に追われて、本来あるべき姿の設備管理に取り組む余裕がない」「設備を管理していた技術者が退職してし
まい、ノウハウの継承が十分にできていない」というお客様の声をよく耳にします。こうした中、保全費のコスト削減と設備の
安定を両立するという困難な課題を解決するのが、旭化成エンジニアリングの計画保全システムです。綿密な保全の実態調査
と設備診断により弱点を「見える化」、最適な保全システムを提案します。また、設備診断や支援ツールを活用した計画保全体
制を構築することで、設備稼働率を向上させ、「利益を生む保全」への転換を目指します。

旭化成エンジニアリングの計画保全システムは、旭化成グループの現場で
40年以上にわたって培ってきた経験とノウハウが活かされた設備・機器の
保全を総合的に改善するための具体策です。まず、現状の保全水準を評価
し、保全の「あるべき姿」を設定、設備改善を実施します。次に計画保全の体
制を構築します。さらに旭化成エンジニアリングが開発した計画保全支援
ツールのTMQ（Total Maintenance Quality）や設備診断機器を活用し、CBMを
推進して故障修理件数の削減を実現します。

旭化成エンジニアリングは、計画保全のパイオニアとして業界をリードし
てきました。支援ツールTMQの提供やそれに付随するコンサルティングを
通じて数多くの実績と高い評価を獲得しています。さらに、旭化成エンジニ
アリングの計画保全システムは、日本プラントメンテナンス協会が提唱す
る保全マネジメントシステムのベースになっています。旭化成をはじめ化
学、製紙を中心に食品から電気・電子、電力に至るまで、幅広い業種で採用さ
れているのも、計画保全のデファクトスタンダードとして、確たるポジショ
ンを築いているからにほかなりません。

最適でない機器のメンテナンス方式が、保全コストを増加させる原因と
なっています。旭化成エンジニアリングの計画保全システムは、機器を重要
度に応じてランク付けし、CBM導入などによる重要度に応じたメンテナン
ス方式の最適化を実施して、保全コスト削減と設備の安定化を実現するも
のです。旭化成グループの実績では、メンテナンス方式を最適化した結果、5
年間で33％の保全コスト削減を達成しました。精度の高いCBMを実施する
ためには振動・音響・電気などの設備診断が欠かせません。こうした設備診
断に必要な測定機器や診断管理ツールについても、旭化成エンジニアリン
グが開発した製品群をご提供しています。



TMQシリーズは、保全活動を「見える化」して計画保全を推進するために、旭化成エンジニアリングが開発したツールです。30年以上にわ
たって蓄積した経験とノウハウが凝縮されたTMQは、旭化成グループすべての保全管理に導入され、優れた効果を発揮しています。簡単な
入力操作で機器台帳、保全計画、保全履歴などを管理し、現状の評価から保全計画立案まで、保全のPDCAサイクルを確実に実行します。

旭化成エンジニアリングが設備診断技術の研究をスタートしたのは、1975年のことでし
た。その技術を現場で活用するために、計測用のハードウエアも自社で開発し、多くのお
客様に提供しています。MD-320は、回転機器の振動から異常の兆候を読み取り、CBMを
実現するためのポータブル振動測定システムです。保全経験の浅い担当者の方でも、固
定センサーと同様の安定した正しい計測を可能にする「押し圧一定プロープ」を標準装
備しています。

旭化成エンジニアリングの設備保全技術の進化を担う

振動診断により機器の異常を判定する際に、絶対判定基準として旭化成エンジニアリン
グ 独自の「AMD基準（旭化成振動基準）」を提供しています。「AMD基準」は、旭化成グルー
プにおける長年の診断実績に基づいたもので、自動車メーカーや電力会社にも採用され
ています。A-RMDsは、MD-320で計測した回転機器の振動測定値と機器情報をサーバー
に送信し、異常の有無、緊急性、原因、対策などが記載された診断報告書をオンラインで
ダウンロードできるサービスです。ITを活用した「AMD基準」によるハイレベルな解析で
CBM体制をバックアップします。

1981年に発足したMDセンターを起源とするメンテナンス研究所は、旭化成エンジニアリングの設備保全技術の研究と測定機器の開発を担う、業界で
も類のない専門機関です。現場に密着して取得したデータを基に、常に最新の課題と向き合い、実践的な計画保全システムと設備診断技術の構築に注
力しています。
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